
議案第44号 

令和４年度北上市一般会計補正予算（第７号） 

令和４年度北上市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２６７，７３３千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４５，１０１，１７６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

  令和４年９月27日提出 

北上市長 髙 橋 敏 彦 
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変　更
補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　率 償  還  の  方  法 限 度 額 起債の方法 利　率 償  還  の  方  法

千円 千円

道路整備事業 1,064,800 普通貸借又   2.0％以内 　 政府資金について 1,067,400 普通貸借又   2.0％以内 　 政府資金について

は証券発行 （ただし、利  は、その融資条件に は証券発行 （ただし、利  は、その融資条件に

率見直し方式  より借り入れる。 率見直し方式  より借り入れる。

で借り入れる 　 銀行、その他の場 で借り入れる 　 銀行、その他の場

政府資金及び  合は、その融資先と 政府資金及び  合は、その融資先と

地方公共団体  協定する。ただし、 地方公共団体  協定する。ただし、

金融機構資金  市財政の都合により 金融機構資金  市財政の都合により

について、利  据置期間及び償還期 について、利  据置期間及び償還期

率の見直しを  限を短縮し、若しく 率の見直しを  限を短縮し、若しく

行った後にお  は繰上償還又は低利 行った後にお  は繰上償還又は低利

いては、当該  に借換えすることが いては、当該  に借換えすることが

見直し後の利  できる。 見直し後の利  できる。 

率） 率）

計 1,064,800 1,067,400

第　２　表　　地　方　債　補　正
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１　一般職

 (1)　総括 (  )内は短時間勤務職員等

給　　　　　与　　　　　費　　　　　明　　　　　細　　　　　書

の 内 訳

41,939 602,141 364,172 36,652 768 456補正前

比　較

4,235 191,882

補正後 41,939 602,141 364,172 36,652 768 456

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

管理職特勤手当区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 地域手当 単身赴任手当

比　較

職員手当

補正前

補正後 53,582 46,377 44,725 4,235 191,882

53,582 46,377 44,725

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1,265

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿日直手当

比　較 1,265 1,265(2)

5,115,771補正前 (365) 1,387,158 4,261,790375,123 2,499,509 853,981

補正後 (367) 376,388 1,387,158 4,263,0552,499,509 853,981

給　　　　　与　　　　　費

区　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考報　　酬 給　　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

745

5,117,036

745

休日勤務手当

(千円)

229

229

- 14 -



　　ア　会計年度任用職員以外の職員 (  )内は短時間勤務職員

　　イ　会計年度任用職員 (  )内はパートタイム会計年度任用職員

の 内 訳

の 内 訳

(千円) (千円) (千円) (千円)

375,123 188,171 108,680

区　分 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿日直手当

98

95,424

95,424

(千円)

期末手当

比　較

職員手当

(千円)

1,123 4,764

(2)

101,482 774,721

比　較 1,265 1,265

101,482 773,456補正前 (346)

1,265

671,974

(千円) (千円)

98

計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円)

補正後 (348) 376,388 188,171 108,680 673,239

給　　　　　与　　　　　費

区　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

比　較

報　　酬 給　　料 職員手当

補正前 41,939 506,717 364,172 36,652 768 456

補正後 41,939 506,717 364,172 36,652 768 456

管理職特勤手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 地域手当 単身赴任手当

比　較

職員手当

補正前 53,582 46,377 37,566 3,112 187,118

補正後 53,582 46,377 37,566 3,112 187,118

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿日直手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

比　較

752,499 4,342,315補正前 (19) 2,311,338 1,278,478 3,589,816

補正後 (19) 2,311,338 1,278,478 3,589,816

(千円) (千円)

647

752,499 4,342,315

(千円) (千円)

区　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

647

給　　　　　与　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円)

(千円)

19

19

休日勤務手当

休日勤務手当

210

210補正前 7,159

補正後 7,159 1,123 4,764
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（単位：千円）

前前年度末 前年度末 当該年度末

区　　　　分 当該年度中 当該年度中
現　在　高 現　在　高

起債見込額 元金償還見込額
現在高見込額

１  普通債 20,218,852 23,050,234 5,504,400 1,699,058 26,855,576

 (1)　総　務 657,111 863,179 323,300 62,296 1,124,183

 (2)　民　生 132,929 179,936 251,800 7,710 424,026

 (3)　衛　生 2,014,372 2,187,052 66,200 81,827 2,171,425

 (4)　労　働 17,690 15,433 4,000 5,241 14,192

 (5)　農　林 745,185 692,442 15,400 72,803 635,039

 (6)　商　工 240,706 239,349 23,800 17,596 245,553

 (7)　土　木 10,664,852 10,730,048 1,209,200 975,452 10,963,796

 (8)　消　防 247,454 287,573 69,400 24,362 332,611

 (9)　教　育 4,521,525 6,611,437 2,818,500 341,615 9,088,322

 (10) 辺　地 977,028 1,243,785 722,800 110,156 1,856,429

２  災害復旧債 48,558 42,053 8,604 33,449

 (1)　補助災害 27,796 23,938 6,682 17,256

 (2)　単独災害 20,762 18,115 1,922 16,193

３  その他 20,907,766 19,991,622 583,100 1,774,688 18,800,034

 (1)　転貸債 194,292 138,780 55,512 83,268

 (2)　減税補填債等 236,310 188,306 38,986 149,320

 (3)　臨時財政対策債 14,699,809 14,218,553 464,000 1,349,728 13,332,825

 (4)　第三セクター等改革推進債 3,360,000 3,192,000 168,000 3,024,000

 (5)　出資債 2,324,889 2,174,929 119,100 149,050 2,144,979

 (6)  県貸付金 92,466 79,054 13,412 65,642

計 41,175,176 43,083,909 6,087,500 3,482,350 45,689,059

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度中増減見込み

注　当該年度中起債見込額には、令和３年度逓次繰越額20,400千円（土木）、1,628,900千円（教育）、令和３年度繰越明許費
繰越額61,400千円（総務）、9,200千円（民生）、248,500千円（土木）、10,500千円（消防）、47,700千円（教育）、107,600
千円（辺地）を加算している。
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